
様式第２号

令和 年 月 日

鳥取県知事　様

　　　＊代表者と納税代表者が同じ場合は納税代表者の記載は不要です。（注１参照）

注１）

注２）

注３）　納税確認は、この同意書に記載されている提出日の翌月に行いますので、提出日時点では県税を完納して
いた場合でも、翌月の納税確認の際に新たな未納があれば完納とされない場合もありますので、ご了承くださ
い。
　また、月末にこの同意書を提出された場合において、その時点で県税を完納されたとしても、納税確認情報
への反映に１週間から２０日程度の時間を要する場合もありますので、ご了承ください。

　納税に係る代表者と申請書に記載した代表者が異なる場合（２名以上代表取締役を設定されている場合等）
は、納税確認の際納税者氏名が必要となりますので、必ず納税代表者氏名欄に納税に係る代表者の氏名を記
載してください。

　提出日、納税地住所又は納税代表者氏名が記載されていない場合は、県がそれぞれ記載することとします。
この場合において、記載する提出日は鳥取県に申請書が提出された日、納税地住所又は納税代表者氏名に
おいては、提出された国税に係る納税証明書の住所（納税地）又は代表者氏名を記載しますので、ご了承くだ
さい。

　私は鳥取県が鳥取県税の納税状況について、鳥取県の各県税事務所に県が
直接確認することを同意します。

納税代表者氏名

代 表 者 氏 名

商号又は名称

＊鳥取県内に事業所（本社、支店、支社、営業所、工場）等がある場合のみ提出してください。
　 なお、鳥取県税に未納がないことの証明書を提出される場合は、提出は不要です。

同　　意　　書　

代表者印（実印）

所在地又は住所

（納税地住所）



様式第３号

年 月 日

（　　） 1 薬局開設許可 ※38・185
平成
令和

（    ） 2 医薬品等製造販売業許可 ※20
平成
令和

（　　） 3 医薬品等販売業許可（店舗販売業） ※39・186
平成
令和

（　　） 4 医薬品等販売業許可（配置販売業）
平成
令和

（　　） 5 医薬品等販売業許可（卸売販売業） ※40・187
平成
令和

医療薬品
医療用酸素、笑気ガス等の
場合のみ

（　　） 6 高圧ガス製造許可 ※25
平成
令和

理工化学薬品 工業用ガス等の場合のみ （　　） 7 高圧ガス販売事業届出 ※26
平成
令和

医療薬品 任意 （　　） 8 麻薬卸売業者免許
平成
令和

医療薬品 任意 （　　） 9 向精神薬卸売業者免許
平成
令和

医療薬品 任意 （　　） 10 特定麻薬等原料卸小売業者届出
平成
令和

医療薬品 任意 （　　） 11 覚せい剤製造業者指定
平成
令和

医療薬品 任意 （　　） 12 覚せい剤原料取扱者指定
平成
令和

（　　） 13 農薬製造（輸入）登録
平成
令和

（ 　 ） 14 農薬販売業届出
平成
令和

農薬品

理工化学薬品

（　　） 16 火薬類製造許可
平成
令和

（　　） 17 火薬類販売営業許可
平成
令和

（　　） 18 動物用医薬品製造販売業許可
平成
令和

（　　） 19 動物用医薬品販売業許可
平成
令和

衛生材料 任意 （　　） 20 医薬品等製造販売業許可 ※2
平成
令和

（　　） 21 石油販売業開始届 ※24
平成
令和

（　　） 22 揮発油販売業登録
平成
令和

プロパン 必須 （　　） 23 液化石油ガス販売事業登録
平成
令和

プロパン 任意 （　　） 24 石油販売業開始届 ※21
平成
令和

（　　） 25 高圧ガス製造許可 ※6
平成
令和

（　　） 26 高圧ガス販売事業届出 ※7
平成
令和

車両部品及び修理 修理・車検の場合のみ 必須 （　　） 27 自動車特定整備事業認証 ※148
平成
令和

車両部品及び修理 任意 （　　） 28 指定自動車整備事業指定
平成
令和

車両部品及び修理 任意 （　　） 29 検査業者登録 ※149
平成
令和

船舶
船舶部品及び修理

船舶
船舶部品及び修理

船舶
船舶部品及び修理

航空機
航空機部品及び修理

航空機
航空機部品及び修理

※２  該当する許認可名及び種別の（　）に〇を記載してください。
       有効期限の元号は、該当する方に丸をしてください。
　 　　有効期限のない資格については、有効期限欄に「99 99 99」と記載してください。

※147

※146

有効期限

15

（　　） 31 造船施設新設（譲受・借受）登録

平成
令和

平成
令和

平成
令和

許認可名及び種別 ※重複番号

（　　）

平成
令和

32

平成
令和

33 航空機製造等許可

許認可を必要とする場合

（　　）

理工化学薬品

医薬品の場合のみ

いずれ
か必須

いずれ
か必須

任意

高圧ガスの場合のみ

30 造船施設新設（譲受・借受）許可

※52
平成
令和

（　　） 船舶の製造事業等の開始届

34 事業場認定

毒物劇物販売業登録

３
　
薬
品
類

任意

（ 　 ）

火薬類の場合のみ

指定毒物・劇物の場合のみ

小分類

４
　
油
脂
・
燃
料
類

医療薬品

８
　
車
両
・
船
舶
及
び
航
空
機
類

農薬品

大
分
類

その他

石油

（　　）任意

いずれ
か必須

動物薬品

必須
任意

いずれ
か必須

いずれ
か必須

いずれ
か必須

必須

いずれ
か必須

許　認　可　等　一　覧　表

※１　許可証等の写しを添付してください。

※３　重複番号とは、登録される営業種目に必要な許認可が、他の営業種目にも必要となっている場合に記載しており、
　　　 この番号は、許認可名の左隣に記載している番号です。

任意

任意



様式第３号

年 月 日

※２  該当する許認可名及び種別の（　）に〇を記載してください。
       有効期限の元号は、該当する方に丸をしてください。
　 　　有効期限のない資格については、有効期限欄に「99 99 99」と記載してください。

有効期限
許認可名及び種別 ※重複番号許認可を必要とする場合小分類

大
分
類

必須
任意

許　認　可　等　一　覧　表

※１　許可証等の写しを添付してください。

※３　重複番号とは、登録される営業種目に必要な許認可が、他の営業種目にも必要となっている場合に記載しており、
　　　 この番号は、許認可名の左隣に記載している番号です。

医療機器
高度管理医療機器・特定保
守管理医療機器の場合のみ

必須 （　　） 35 高度管理医療機器等販売業許可 ※37
平成
令和

（　　） 36 管理医療機器等販売業届出
平成
令和

10 （　　） 37 高度管理医療機器等販売業許可 ※35
平成
令和

（　　） 38
薬局開設許可
※「兼営事業の種類欄」に管理医療機器の販売に
ついて記載があること

※1・185
平成
令和

（　　） 39
医薬品等販売業許可（店舗販売業）
※「兼営事業の種類欄」に管理医療機器の販売に
ついて記載があること

※3・186
平成
令和

（　　） 40
医薬品等販売業許可（卸売販売業）
※「兼営事業の種類欄」に管理医療機器の販売に
ついて記載があること

※5・187
平成
令和

医療機器 修繕の場合のみ 必須 （　　） 41 医療機器修理業許可 ※144
平成
令和

獣医科用機器
動物用高度管理医療機器・
動物用特定保守管理医療機
器の場合のみ

必須 （　　） 42 動物用高度管理医療機器等販売業許可 ※44
平成
令和

（　　） 43 動物用管理医療機器等販売業届出
平成
令和

（　　） 44 動物用高度管理医療機器等販売業許可 ※42
平成
令和

獣医科用機器 修繕の場合のみ 必須 （　　） 45 動物用医療機器修理業許可 ※145
平成
令和

計測機器
計量法に基づく計測機器の
販売の場合のみ

必須 （　　） 46 特定計量器販売事業届出
平成
令和

（　　） 47 特定計量器修理事業届出 ※142
平成
令和

（　　） 48 特定計量器製造事業届出 ※143
平成
令和

12

砂利、採石 任意 （　　） 49 砂利採取業者登録
平成
令和

工
事
用

材
料
類

砂利、採石 任意 （　　） 50 採石業者登録
平成
令和

13
看板

旗、のぼり、垂幕

染料、塗料 任意 （　　） 52 毒物劇物販売業登録 ※15
平成
令和

15
食料品 乳類・肉・魚介類の場合のみ 必須 （　　） 53 食品営業許可 ※175

平成
令和

食料品 米穀の場合のみ 必須 （　　） 54 米穀の出荷又は販売の事業の届出
平成
令和

食料品 酒類の場合のみ 必須 （　　） 55 酒類販売業免許
平成
令和

16
動物 犬・猫等の場合のみ 必須 （　　） 56 第一種動物取扱業登録

平成
令和

肥飼料 肥料の場合のみ 必須 （　　） 57 肥料販売業開始届
平成
令和

肥飼料 任意 （　　） 58 飼料・飼料添加物販売業者届
平成
令和

17

払
下
品
類

平成
令和

※126

計測機器

（　　）

計量法に基づく計測機器の
修繕の場合のみ

管理医療機器の場合のみ

51 鳥取県屋外広告業登録任意

いずれ
か必須

いずれ
か必須

獣医科用機器

医
療
・
理
化
学
機
器
類

医療機器

動物用管理医療機器の場合
のみ

いずれ
か必須

食
品
類

そ
の
他
の

物
品

古物買受

看
板
・

塗
料
類

必須 （　　） 59 古物商許可
平成
令和



様式第３号

年 月 日

※２  該当する許認可名及び種別の（　）に〇を記載してください。
       有効期限の元号は、該当する方に丸をしてください。
　 　　有効期限のない資格については、有効期限欄に「99 99 99」と記載してください。

有効期限
許認可名及び種別 ※重複番号許認可を必要とする場合小分類

大
分
類

必須
任意

許　認　可　等　一　覧　表

※１　許可証等の写しを添付してください。

※３　重複番号とは、登録される営業種目に必要な許認可が、他の営業種目にも必要となっている場合に記載しており、
　　　 この番号は、許認可名の左隣に記載している番号です。

建築物内部清掃 任意 （　　） 60 建築物清掃業登録
平成
令和

建築物内部清掃

空気環境管理（測定、清掃）

給水管理（清掃）

空気環境管理（測定、清掃） 任意 （　　） 62 建築物空気環境測定業登録 ※117
平成
令和

空気環境管理（測定、清掃） 任意 （　　） 63 建築物空気調和用ダクト清掃業登録
平成
令和

給水管理（清掃） 任意 （　　） 64 建築物飲料水水質検査業登録 ※114
平成
令和

給水管理（清掃） 任意 （　　） 65 建築物飲料水貯水槽清掃業登録
平成
令和

排水管理（清掃） 排水管清掃の場合のみ 必須 （　　） 66 建築物排水管清掃業登録
平成
令和

排水管理（清掃） 浄化槽清掃の場合のみ 必須 （　　） 67 浄化槽清掃業許可
平成
令和

害虫防除
業務に
応じて
必須

（　　） 68 建築物ねずみ昆虫等防除業登録
平成
令和

電気通信設備管理（運転保守）

空気調和設備管理（運転保守）

31 給排水施設管理（運転保守）

消防用施設管理（運転保守）

電気通信設備管理（運転保守） 任意 （ 　 ） 70 建設業許可（電気工事） ※151
平成
令和

電気通信設備管理（運転保守） 任意 （　　） 71 建設業許可（電気通信設備工事） ※152
平成
令和

電気通信設備管理（運転保守）

空気調和設備管理（運転保守）

給排水施設管理（運転保守）

電気通信設備管理（運転保守） 任意 （ 　 ） 73 電気工事業登録 ※154
平成
令和

電気通信設備管理（運転保守） 任意 （　　） 74 電気工事業開始通知 ※155
平成
令和

（　　） 75 届出電気通信事業者 ※156・162
平成
令和

（　　） 75 登録電気通信事業者 ※156・162
平成
令和

（　　） 76 媒介等業務受託者 ※157・163
平成
令和

電気通信設備管理（運転保守） 任意 （　　） 77 主任技術者免状（第一種電気） ※159
平成
令和

電気通信設備管理（運転保守） 任意 （　　） 78 主任技術者免状（第二種電気） ※160
平成
令和

電気通信設備管理（運転保守） 任意 （　　） 79 主任技術者免状（第三種電気） ※161
平成
令和

空気調和設備管理（運転保守） 任意 （　　） 80 建設業許可（熱絶縁工事）
平成
令和

給排水施設管理（運転保守） 任意 （　　） 81 建設業許可（水道施設工事）
平成
令和

給排水施設管理（運転保守）
下水道処理施設管理の場合
のみ

必須 （　　） 82 下水道処理施設維持管理業者登録
平成
令和

消防用施設管理（運転保守） 任意 （　　） 83 建設業許可（消防施設工事）
平成
令和

建物構造部の点検整備 任意 （　　） 84 建築士事務所登録
平成
令和

平成
令和

61 ※115

建設業許可（土木一式工事）
平成
令和

平成
令和

（　　）

72 ※153

建築物環境衛生総合管理業登録

※150

任意

任意

任意 （　　）

（　　） 69

建設業許可（管工事）

建
物
等
の
保
守
管
理

電気通信設備管理（運転保守） 任意



様式第３号

年 月 日

※２  該当する許認可名及び種別の（　）に〇を記載してください。
       有効期限の元号は、該当する方に丸をしてください。
　 　　有効期限のない資格については、有効期限欄に「99 99 99」と記載してください。

有効期限
許認可名及び種別 ※重複番号許認可を必要とする場合小分類

大
分
類

必須
任意

許　認　可　等　一　覧　表

※１　許可証等の写しを添付してください。

※３　重複番号とは、登録される営業種目に必要な許認可が、他の営業種目にも必要となっている場合に記載しており、
　　　 この番号は、許認可名の左隣に記載している番号です。

一般廃棄物（収集・運搬）

特別管理廃棄物（収集・運搬）
特別管理一般廃棄物収集運
搬の場合のみ

一般廃棄物（収集・運搬）
鳥取県内市町村長の許可が
ない場合のみ

特別管理廃棄物（収集・運搬）

特別管理一般廃棄物収集運
搬の場合のみで鳥取県内市
町村長の許可がない場合の
み

一般廃棄物（処分）

特別管理廃棄物（処分）
特別管理一般廃棄物処分の
場合のみ

一般廃棄物（処分）
鳥取県内市町村長の許可が
ない場合のみ

特別管理廃棄物（処分）
特別管理一般廃棄物処分の
場合のみで鳥取県内市町村
長の許可がない場合のみ

32 産業廃棄物（収集・運搬） 必須 （　　） 89
平成
令和

産業廃棄物（収集・運搬）
鳥取県知事又は鳥取市長の
許可がない場合のみ

必須
※89の許
可がない

場合

（　　） 90
平成
令和

産業廃棄物（処分） 必須 （　　） 91
平成
令和

産業廃棄物（処分）
鳥取県知事又は鳥取市長の
許可がない場合のみ

必須
※91の許
可がない

場合

（　　） 92
平成
令和

特別管理廃棄物（収集・運搬）
特別管理産業廃棄物収集運
搬の場合のみ

必須 （　　） 93
平成
令和

特別管理廃棄物（収集・運搬）

特別管理産業廃棄物収集運搬
の場合のみで鳥取県知事又は
鳥取市長の許可がない場合の
み

必須
※93の許
可がない

場合

（　　） 94
平成
令和

特別管理産業廃棄物処分の
場合のみ

必須 （　　） 95
平成
令和

特別管理産業廃棄物処分の場
合のみで鳥取県知事又は鳥取
市長の許可がない場合のみ

必須
※95の許
可がない

場合

（　　） 96
平成
令和

廃棄物再生事業 任意 （　　） 97 廃棄物再生事業者登録
平成
令和

その他 死亡獣畜取扱の場合のみ 必須 （　　） 98 死亡獣畜取扱場設置許可
平成
令和

その他
放射性廃棄物の処理の場合
のみ

必須 （　　） 99
放射性同位元素又は放射性汚染物の廃棄業
許可

平成
令和

施設警備（人的警備）

駐車場管理

その他

33

機械警備
鳥取県公安委員会で認定さ
れていない場合

必須 （　　） 103
機械警備業務開始届（鳥取県以外の公安委
員会認定）

平成
令和

機械警備
鳥取県内本支店等を登録す
る場合のみ

必須 （　　） 104 機械警備業務開始届（鳥取県公安委員会）
平成
令和

機械警備 任意 （　　） 105 警備業認定 ※100・101
平成
令和

機械警備 任意 （　　） 106 営業所設置届 ※102
平成
令和

一般廃棄物処分業許可（鳥取県外の市町村長許可）

100

※106

警備業認定（鳥取県公安委員会認定）

警備業認定（鳥取県以外の公安委員会認定）

産業廃棄物処分業許可
（鳥取県知事又は鳥取市長許可）

産業廃棄物収集運搬業許可
（鳥取県知事又は鳥取市長以外の許可）

特別管理産業廃棄物収集運搬業許可
（鳥取県知事又は鳥取市長許可）

特別管理産業廃棄物処分業許可
（鳥取県知事又は鳥取市長許可）

産業廃棄物処分業許可
（鳥取県知事又は鳥取市長以外の許可）

特別管理産業廃棄物収集運搬業許可
（鳥取県知事又は鳥取市長以外の許可）

警備業務を行う場合で鳥取
県内本支店等を登録する場
合のみ

その他

特別管理廃棄物（処分）

一般廃棄物処分業許可（鳥取県内の市町村長許可）（　　）

平成
令和

必須
※87の許
可がない

場合

いずれ
か必須

（　　）

（　　）

（　　）

（　　） 85
平成
令和

※105

産業廃棄物収集運搬業許可
（鳥取県知事又は鳥取市長許可）

警
備

警備業務を行う場合で鳥取
県公安委員会で認定されて
いない場合

施設警備（人的警備）

必須

平成
令和

101

営業所設置届（鳥取県公安委員会）

※105

（　　） 86

必須
※85の許
可がない

場合

（　　）

102

87

88
平成
令和

平成
令和

平成
令和

平成
令和

一般廃棄物収集運搬業許可（鳥取県内の市町村長許
可）

一般廃棄物収集運搬業許可（鳥取県外の市町村長許
可）

必須

特別管理産業廃棄物処分業許可
（鳥取県知事又は鳥取市長以外の許可）

必須

廃
棄
物
処
理

駐車場管理



様式第３号

年 月 日

※２  該当する許認可名及び種別の（　）に〇を記載してください。
       有効期限の元号は、該当する方に丸をしてください。
　 　　有効期限のない資格については、有効期限欄に「99 99 99」と記載してください。

有効期限
許認可名及び種別 ※重複番号許認可を必要とする場合小分類

大
分
類

必須
任意

許　認　可　等　一　覧　表

※１　許可証等の写しを添付してください。

※３　重複番号とは、登録される営業種目に必要な許認可が、他の営業種目にも必要となっている場合に記載しており、
　　　 この番号は、許認可名の左隣に記載している番号です。

（　　） 107
計量証明事業登録証（濃度〈大気・水質・土
壌〉）

平成
令和

（　　） 108 計量証明事業登録証（特定濃度）
平成
令和

（　　） 109 計量証明事業登録証（音圧）
平成
令和

（　　） 110 計量証明事業登録証（振動加速度）
平成
令和

（　　） 111 特定計量証明事業者認定
平成
令和

（　　） 112 水質検査機関登録
平成
令和

（　　） 113 簡易専用水道検査機関登録
平成
令和

（　　） 114 建築物飲料水水質測定業登録 ※64
平成
令和

34 （　　） 115 建築物環境衛生総合管理業登録 ※61
平成
令和

（　　） 116 作業環境測定機関登録
平成
令和

（　　） 117 建築物空気環境測定業登録 ※62
平成
令和

（　　） 118 指定調査機関登録
平成
令和

（　　） 119 登録検査機関登録（理化学的検査）
平成
令和

（　　） 120 登録検査機関登録（細菌学的検査）
平成
令和

（　　） 121 登録検査機関登録（動物を用いる検査）
平成
令和

環境測定・調査

遺跡調査

環境測定調査

遺跡調査

その他

（　　） 124 不動産鑑定業者登録
平成
令和

（　　） 125 不動産鑑定士等の団体の届出
平成
令和

35
イベン
ト広告
企画

（　　） 127 一般乗合旅客自動車運送事業許可
平成
令和

（　　） 128 一般貸切旅客自動車運送事業許可
平成
令和

（　　） 129 一般乗用旅客自動車運送事業許可 ※132
平成
令和

（　　） 130 特定旅客自動車運送事業許可
平成
令和

（　　） 131 自動車運転代行業認定
平成
令和

36 （　　） 132 一般乗用旅客自動車運送事業許可 ※129
平成
令和

（　　） 133 一般貨物自動車運送事業許可
平成
令和

（　　） 134 特定貨物自動車運送事業許可
平成
令和

（　　） 135 貨物軽自動車運送事業許可
平成
令和

（　　） 136 第一種貨物利用運送事業登録
平成
令和

（　　） 137 第二種貨物利用運送事業許可
平成
令和

（　　） 138 旅行業登録
平成
令和

（　　） 139 旅行業者代理業登録
平成
令和

保管 必須 （　　） 140 倉庫業登録
平成
令和

旅客運送

（ 　 ）

環境測定・調査 業務に応じて

不動産鑑定の場合のみその他

旅客運送の場合のみ

地質調査業者登録

123 測量業者登録

126

（ 　 ）

運転代行の場合のみ

貨物運送

旅行代理及び旅客業

各
種
調
査
委
託

運
送
・
旅
客
業

いずれ
も必須

いずれ
か必須

いずれ
か必須

業務に応じて

旅客運送

業務に応じて
業務に
応じて
必須

いずれ
か必須

いずれ
か必須

平成
令和

平成
令和

122

看板（デザインと制作） 任意 （　　） 鳥取県屋外広告業登録 ※51
平成
令和

業務に
応じて
必須

業務に
応じて
必須



様式第３号

年 月 日

※２  該当する許認可名及び種別の（　）に〇を記載してください。
       有効期限の元号は、該当する方に丸をしてください。
　 　　有効期限のない資格については、有効期限欄に「99 99 99」と記載してください。

有効期限
許認可名及び種別 ※重複番号許認可を必要とする場合小分類

大
分
類

必須
任意

許　認　可　等　一　覧　表

※１　許可証等の写しを添付してください。

※３　重複番号とは、登録される営業種目に必要な許認可が、他の営業種目にも必要となっている場合に記載しており、
　　　 この番号は、許認可名の左隣に記載している番号です。

（　　） 141 校正事業者登録
平成
令和

（　　） 142 特定計量器修理事業届出 ※47
平成
令和

（　　） 143 特定計量器製造事業届出 ※48
平成
令和

（　　） 144 医療機器修理業許可 ※41
平成
令和

（　　） 145 動物用医療機器修理業許可 ※45
平成
令和

（　　） 146 航空機製造等許可 ※33
平成
令和

（　　） 147 事業場認定 ※34
平成
令和

37 （　　） 148 自動車特定整備事業認証 ※27
平成
令和

（　　） 149 検査業者登録 ※29
平成
令和

設備（建物等以外）保守点検 任意 （　　） 150 建設業許可（土木一式工事） ※69
平成
令和

設備（建物等以外）保守点検 任意 （　　） 151 建設業許可（電気工事） ※70
平成
令和

設備（建物等以外）保守点検 任意 （　　） 152 建設業許可（電気通信設備工事） ※71
平成
令和

設備（建物等以外）保守点検 任意 （　　） 153 建設業許可（管工事） ※72
平成
令和

設備（建物等以外）保守点検 任意 （　　） 154 電気工事業登録 ※73
平成
令和

設備（建物等以外）保守点検 任意 （　　） 155 電気工事業開始通知 ※74
平成
令和

（　　） 156 届出電気通信事業者 ※75・162
平成
令和

（　　） 156 登録電気通信事業者 ※75・162
平成
令和

（　　） 157 媒介等業務受託者 ※76・163
平成
令和

設備（建物等以外）保守点検 任意 （　　） 158 登録検査等事業者（無線）
平成
令和

設備（建物等以外）保守点検 任意 （　　） 159 主任技術者免状（第一種電気） ※77
平成
令和

設備（建物等以外）保守点検 任意 （　　） 160 主任技術者免状（第二種電気） ※78
平成
令和

設備（建物等以外）保守点検 任意 （　　） 161 主任技術者免状（第三種電気） ※79
平成
令和

38 （　　） 162 届出電気通信事業者 ※75・156
平成
令和

（　　） 162 登録電気通信事業者 ※75・156
平成
令和

（　　） 163 媒介等業務受託者 ※76・157
平成
令和

39

人
材

派
遣

人材派遣 必須

機械（建物等以外）保守点検 業務に応じて

電気通信サービス

計測・分析機器保守点検 業務に応じて

（　　） 164 労働者派遣事業許可

業務に
応じて
必須

いずれ
か必須

業務に
応じて
必須

機
械
等

（
建
物
等
以
外

）
保
守
点
検

情
報
処
理

サ
ー

ビ
ス

設備（建物等以外）保守点検 任意

平成
令和



様式第３号

年 月 日

※２  該当する許認可名及び種別の（　）に〇を記載してください。
       有効期限の元号は、該当する方に丸をしてください。
　 　　有効期限のない資格については、有効期限欄に「99 99 99」と記載してください。

有効期限
許認可名及び種別 ※重複番号許認可を必要とする場合小分類

大
分
類

必須
任意

許　認　可　等　一　覧　表

※１　許可証等の写しを添付してください。

※３　重複番号とは、登録される営業種目に必要な許認可が、他の営業種目にも必要となっている場合に記載しており、
　　　 この番号は、許認可名の左隣に記載している番号です。

（　　） 166 病院開設許可
平成
令和

（　　） 167 診療所開設許可
平成
令和

（　　） 168 病院開設届
平成
令和

（　　） 169 診療所開設届
平成
令和

健康診断・医療サービス 臨床検査の場合のみ 必須 （　　） 170 衛生検査所登録
平成
令和

49 （　　） 171 保険業許可
平成
令和

（　　） 172 損害保険代理店登録
平成
令和

（　　） 173
平成
令和

（　　） 174 債権管理回収業営業許可
平成
令和

給食 必須 （　　） 175 食品営業許可 ※53
平成
令和

その他 クリーニングの場合のみ 必須 （　　） 176
クリーニング所確認証（クリーニング所開所
届）

平成
令和

（　　） 177 一般電気事業許可
平成
令和

（　　） 178 小売電気事業許可
平成
令和

（　　） 179 特定規模電気事業届出
平成
令和

その他 職業紹介の場合のみ 必須 （　　） 180 有料職業紹介事業許可
平成
令和

自動車 必須 （　　） 181 自家用自動車有償貸渡許可
平成
令和

その他
高度管理医療機器・特定保
守管理医療機器の場合のみ

必須 （　　） 182 高度管理医療機器等貸与業許可 ※184
平成
令和

（　　） 183 管理医療機器貸与業届出
平成
令和

（　　） 184 高度管理医療機器等貸与業許可 ※182
平成
令和

69 （　　） 185
薬局開設許可
※「兼営事業の種類欄」に管理医療機器の貸与について記載
があること

※1・38
平成
令和

（　　） 186
医薬品等販売業許可（店舗販売業）
※「兼営事業の種類欄」に管理医療機器の貸与について記載
があること

※3・39
平成
令和

（　　） 187
医薬品等販売業許可（卸売販売業）
※「兼営事業の種類欄」に管理医療機器の貸与について記載
があること

※5・40
平成
令和

その他
動物用高度管理医療機器・
動物用特定保守管理医療機
器の場合のみ

必須 （　　） 188 動物用高度管理医療機器等貸与業許可 ※190
平成
令和

（　　） 189 動物用管理医療機器等貸与業届出
平成
令和

（　　） 190 動物用高度管理医療機器等貸与業許可 ※188
平成
令和

その他 任意 （　　） 191 宅地建物取引業者免許
平成
令和

弁護士資格（弁護士会の登録証明書）個人の場合のみ
必要

健康診断・医療サービス 健康診断の場合のみ

いずれ
か必須

その他 電力供給の場合のみ

損害保険

債権回収
弁護士法人又は弁護士・外
国法事務弁護士共同法人以
外の場合

そ
の
他
の
賃
借

その他
動物用管理医療機器の場合
のみ

いずれ
か必須

いずれ
か必須

その他 管理医療機器の場合のみ

そ
の
他
の
委
託
等

いずれ
か必須

いずれ
か必須

いずれ
か必須



様式第３号

年 月 日

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

（　　）
平成
令和

許　認　可　等　一　覧　表

※２  該当する許認可名及び種別の（　）に〇を記載してください。
       有効期限の元号は、該当する方に丸をしてください。
　 　　有効期限のない資格については、有効期限欄に「99 99 99」と記載してください。

※１　許認可等一覧表に記載のない許認可で、法人として取得している許認可（営業種目の登録に関連するものに限る。）があれば、
　　こちらの用紙に記載の上、許可証等の写しを添付してください。

有効期限大
分
類

小分類 許認可を必要とする場合
必須
任意

許認可名及び種別



様式第４号

鳥取県知事　様

委任者

委任事項　　＊チェックを入れてください。

入札、又は見積に関する一切の権限

契約の締結に関する一切の権限

代金の請求に関する一切の権限

復代理人の選任に関する一切の権限（入札、又は見積に関することのみ）

受任者

所在地又は住所

支店等名称

役職名 氏名

注１

注２

注３

　【受任者の変更に伴い本書を提出される場合は次のいずれかに ○ をしてください。】

使用印鑑の変更の有無について　　　　　　あり　　　・　　　なし

　　＊　「あり」の場合は本書の提出にあわせて使用印鑑届（様式第５号）を提出してください。

　契約の締結に関する一切の権限を委任される場合は使用印鑑届（様式第５号）の提出が必要です。

　提出日が記載されていない場合は、県が提出日を記載するものとします。この場合において、記載する提出日
は鳥取県に申請書が提出された日とします。

　委任状を提出する場合は、役員等名簿（様式第７号）に受任者の情報を記載してください。

令和 　　 年 　　 月 　　 日

所在地又は住所

商 号 又 は 名 称

　私は、下記の者を代理人と定め、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
の間における次の権限を委任します。

委　　任　　状

代 表 者 氏 名



様式第５号

鳥取県知事　様

実印

注３）この届出をされている方で代表者が変更になった場合は、使用印鑑に変更がない場合でも届
出が必要です。

注１）本届出書は、代表者又は受任者が契約を締結する際に使用する印鑑届です。実印を使用され
る場合は提出不要です。

注２）「社判」は登録できません。

使　　用　　印　　鑑　　届

商号又は名称

代 表 者 氏 名

所在地又は住所

　私は、上記店舗における契約締結のために、上記の印鑑を実印に代えて使
用したいので届出ます。

使用店舗名：



 

 

様式第６号 

印 刷 設 備 調 査 表 
 

※営業種目の大分類 07 印刷 に登録を希望される方は、必ず提出してください。 

 

 住所・商号 

 又は名称      

  

 代表者氏名 

（〒    －      ） 

                                           ＴＥＬ （     ） 

                                           ＦＡＸ  （     ） 

  

                                                                     

 

◇いずれかに○をしてください。 

・鳥取県内に印刷設備を自社所有（リースを含む。）されていますか。  （ はい ・ いいえ ） 

 ◇いいえを選ばれた場合（鳥取県内に印刷設備を自社所有していない場合）は以上で終了です。 

◇はいを選ばれた場合（鳥取県内に印刷設備を自社所有している場合）は以下に記載してください。 

                                                                                               

印 刷 設 備 

 

所 在 地 

（〒    －      ） 

 

                                           ＴＥＬ  （     ） 

                                           ＦＡＸ  （     ） 
 

 

 業 態 別 

 

 活版  オフセット（ポスター・チラシ・リーフレット・冊子）   フォーム 

  賞状  名刺   封筒（製袋・印刷）  地図（製図・印刷）   選挙公報 

 シール・ステッカー   ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ   スクリーン  その他（     ） 

                                                ※ 該当するものを○で囲んでください。 

 

（記入上の注意等） 
１ 印刷設備所在地は、鳥取県内にあるものについてすべて記入してください。 
２ 業態別には貴社で対応可能なすべてに○をつけてください。（  ）内も必ずつけてください。 
  その他は（  ）内も記載してください。 

３ 印刷設備は、自己所有、リース等にかかわらず、現在貴社において稼働中の県内印刷設備をすべて記入し
てください。 

４ 購入年月はリース等の場合、最初の契約年月を記入してください。 
５ 版下の規格欄には、次の事項を記入してください。  
     字体の種類、出力文字のドット数、対応できるソフトなど。 
６ 製本の処理能力欄は、処理速度（枚数／時）・最大厚さ等を記入してください。 

７ 備考欄には、購入・リースの別を記入してください。 

※ 入札・見積依頼等の参考といたしますので、是非御協力をお願いします。 

 

 印刷設備一覧（台数を記入して下さい。） 

 

版下設備 製版設備 
ﾏｯｷﾝﾄｯｼｭ 電子組版 ｽｷｬﾅ ｶﾗｰｽｷｬﾅ ﾌﾟﾘﾝﾀｰ 殖版 現像 ｲﾒｰｼﾞ 

ｾｯﾀｰ 
ｴﾚﾌｧｯｸｽ ｼﾙﾊﾞｰ 

ﾏｽﾀｰ 

          

 

製 版

設 備 

印刷設備 製本設備等 

CTP ｵﾌｾｯﾄ ｵ ﾌ ｾ ｯ ﾄ

輪転 

ｸﾞﾗﾋﾞｱ ﾌﾚｷｿ 活 版 ｵﾝﾃﾞﾏ

ﾝﾄﾞ 

丁合 断裁 針金 無線 糸綴 紙折機 

             



 

 

 

 

版 

下 

関 

係 

設 

備 

名  称 製造会社 機 種 購入年月 規       格 備 考 

      

      

      

      

製

 

版

 

関

 

係

 

設

 

備 

名  称 製造会社 機 種 購入年月 サイズ 性   能 備 考 

       

       

       

       

       

 

 

印

 

刷

 

関

 

係

 

設

 

備 

名  称 製造会社 機 種 購入年月 色数 最大ｻｲｽﾞ 最小ｻｲｽﾞ 印刷速度 備 考 

         

         

         

         

         

         

 

 

製

 

本

 

関

 

係

 

設

 

備 

名  称 製造会社 機 種 購入年月 最大最小サイズ 処理能力 備 考 

       

       

       

       

       

       

 

 

 



様式第７号

　　鳥取県知事　様

　　令和　　　年　　　月　　　日

所在地又は住所

商号又は名称

代表者役職名　 氏名

　役員等が暴力団員であるか否かを確認するため、鳥取県警察本部に対して、この名簿による照会が行われることに同意します。

　また、本書記載の内容は事実と相違ありません。

住　　　　　　　　　　　　所

備考
1　法人にあっては登記事項証明書に記載されている役員（監査役及び監事は除く。）及び委任状に記載した受任者、個人事業者にあっては代表者個人
及び委任状に記載した受任者の氏名、生年月日、性別及び住所を記載してください。

2　提出に当たっては、氏名、生年月日、性別及び住所の個人情報が３の目的のために提供し、又は利用されることについて、必ず当該名簿に記載されて
いる者全員の同意を取ってください。

3　この名簿は、役員等が暴力団員であるか否かの確認のために使用し、それ以外の目的のために提供し、又は利用することはありません。

役　　　　　員　　　　　等　　　　　名　　　　　簿

性　別事　業　主　・　役　職　名　等

注１）提出日が記載されていない場合は、県が提出日を記載するものとします。この場合において、記載する提出日は鳥取県に申請書が提出された日とし
ます。
注２）代表者役職名の記載がない場合は、申請書の代表者役職名を県が記載するものとします。

生　　年　　月　　日
ふ　　り　　が　　な

氏　　　　　　　　　　　名

実印



様式第１１号 

 

 

登  録  廃  止  届 

 

 

   年  月  日   

 

 

鳥取県知事  様 

 

 

           所  在  地 

           商号又は名称 

           氏    名                  実印 

 

 

 鳥取県競争入札参加資格者名簿に登録がありますが、必要なくなったので届出ます。 

 

 

廃止理由： 

 


